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前橋市長から工事監査の結果に対する措置について通知がありましたので、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、別紙のとお

り公表します。  

令和２年１月１０日  

 

前橋市監査委員  福 田 清 和      

   同     田 村 盛 好      

   同     藤 江   彰      

   同     富 田 公 隆      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



建設部工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                 措置日 令和元年１１月２９日 
 

監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：道路建設課】 

 
１ 建設工事請負契約の締結について（指摘事

項） 

社資交（狭あい）道路改良工事（道建第１

号）において、Ｌ型擁壁工の布設に当たり、

下請負人がクレーン車を使用した布設作業を

行ったものであるが、受注者は下請負人と書

面による請負契約を締結せずに施工してい

た。また、当該下請負人の施工について、提

出された施工体系図に記載がなく、当該工事

現場の施工体制と相違しているにもかかわら

ず、受注者の指導をしていなかった。 

建設業法第１８条及び第１９条第１項で建

設工事の請負契約の当事者は、公正な契約を

締結し、契約の締結に際しては第１９条第１

項各号で定める事項を書面に記載し、相互に

交付しなければならないと規定されているこ

とから、請負契約の明確性及び正確性を担保

し、紛争の発生を防止するためにも書面によ

る契約を締結するよう受注者を指導された

い。 

 

２ 建物等移転補償費調査算定業務説明書につ

いて（要望事項） 

防災・安全交付金（道路）建物等移転補償

費調査算定業務（道建第１号）ほか２業務に

おいて、建物等移転補償費調査算定業務説明

書の作成に当たり、下記の事項が見受けられ

たことから、業務説明書の作成に当たっては、

準拠する用地調査等業務共通仕様書に記載す

る内容との整合を図るなど、記載内容を精査

するとともに、正確な内容となるよう検討さ

れたい。 

  (1) 業務実績情報システムの登録について 

    業務委託代金が 1,000 千円以上の測量、

設計業務及び地質調査業務、用地補償調査

の全ての業務は、業務実績情報システム（Ｔ

ＥＣＲＩＳ：テクリス）に登録することを

周知する必要があるが、その要件を業務説

明書、特記仕様書等に明示していなかった。 
 

 

 
 

 

請負契約の締結については、書面による契

約を締結し適正な契約を履行するよう当該受

注者に指導を行った。また、今後の措置とし

て、施工体制台帳及び施工体系図と現場の相

違がないことの確認を徹底するとともに、建

設業法及び関連法令の遵守を徹底することと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物等移転補償費調査算定業務説明書につ

いては、業務説明書の作成に当たり、準拠す

る用地調査等業務共通仕様書に記載する内容

との整合を図り、記載内容を精査するととも

に、正確な内容となるよう改善を行い、適切

な業務発注を徹底することとした。 

 

 

 

 

業務実績情報システムの登録については、

該当する業務における業務説明書に明示する

よう改善した。 
 

 



監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

   

(2) 提出する業務成果物について 

    業務説明書で提出を要する業務成果物と

して、「建物等調査共通仕様書の別記成果

品一覧表のとおり」と明示しているにもか

かわらず、別記成果品一覧表の記載がなか

った。 

 

 

 

  (3) 建物等調査算定共通仕様書の記載事項に

ついて 

    共通仕様書で業務を行う場合の一般仕様

は「用地調査等標準仕様書（群馬県県土整

備局）」に準拠するものと記載されていた

が、準拠すべき仕様書は「用地調査等業務

共通仕様書（群馬県県土整備部監理課用地

対策室）」であった。 

また、今回の工事監査において、他所属

でも同様な事例が見受けられたことから、

建設部における事務事業の調整を行う主管

課として、部内での改善のための調整を図

られたい。 

 

 

提出する業務成果物については、業務説明

書で提出を要する業務成果物として、「用地調

査等業務共通仕様書（群馬県県土整備部監理

課用地対策室）別記１成果物一覧表の業務区

分に掲げるものの内、設計書の業務費内訳書

に記載された調査・算定項目に該当する成果

物を提出するものとする。」と明示することと

した。 

 

 

建物等調査算定共通仕様書の記載事項につ

いては、「用地調査等業務共通仕様書（群馬県

県土整備部監理課用地対策室）」を準拠すべき

仕様書として記載するよう改善した。 

 また、建設部における事務事業の調整を行

い、部内での改善のための調整を図った。 
 

 



建設部工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                 措置日 令和元年１１月２９日   
監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 
指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：東部建設事務所】 

 
１ 建物等移転補償費再調査・再算定業務説明

書について（要望事項） 

防災・安全交付金（道路）建物等移転補償

費再調査・再算定業務（東建第７号）におい

て、建物等移転補償費再調査・再算定業務説

明書の作成に当たり、下記の事項が見受けら

れたことから、業務説明書の作成に当たって

は、準拠する用地調査等業務共通仕様書に記

載する内容との整合を図るなど、記載内容を

精査するとともに、正確な内容となるよう検

討されたい。 

  (1) 業務実績情報システムの登録について 

    業務委託代金が 1,000 千円以上の測量、

設計業務及び地質調査業務、用地補償調査

の全ての業務は、業務実績情報システム（Ｔ

ＥＣＲＩＳ：テクリス）に登録することを

周知する必要があるが、その要件を業務説

明書、特記仕様書等に明示していなかった。 
(2) 提出する業務成果物について 

    業務説明書で提出を要する業務成果物と

して、「建物等調査共通仕様書の別記成果

品一覧表のとおり」と明示しているにもか

かわらず、別記成果品一覧表の記載がなか

った。 

 

 

 

  (3) 建物等調査共通仕様書の記載事項につい

て 

    共通仕様書で業務を行う場合の一般仕様

は「用地調査等標準仕様書（群馬県県土整

備局）」に準拠するものと記載されていた

が、準拠すべき仕様書は「用地調査等業務

共通仕様書（群馬県県土整備部監理課用地

対策室）」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物等移転補償費再調査・再算定業務説明

書については、業務説明書の作成に当たり、

準拠する用地調査等業務共通仕様書に記載す

る内容との整合を図り、記載内容を精査する

とともに、正確な内容となるよう改善を行い、

適切な業務発注を徹底することとした。 

 

 

 

 

 

業務実績情報システムの登録については、

該当する業務における業務説明書に明示する

よう改善した。 

 

 

 

提出する業務成果物については、業務説明書

で提出を要する業務成果物として、「用地調査

等業務共通仕様書（群馬県県土整備部監理課

用地対策室）別記１成果物一覧表の業務区分

に掲げるものの内、設計書の業務費内訳書に

記載された調査・算定項目に該当する成果物

を提出するものとする。」と明示することとし

た。 

 

 

建物等調査共通仕様書の記載事項について

は、「用地調査等業務共通仕様書（群馬県県土

整備部監理課用地対策室）」を準拠すべき仕様

書として記載するよう改善した。 
  

 



建設部工事監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                  措置日 令和元年１２月３日   
監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 
指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：公園管理事務所】 

 
１ 建設工事請負契約の締結について（指摘事

項） 

粕川温泉元気ランド 深井戸水中ポンプ改

修工事（第８号）（緊急）において、水中ポン

プの据え付けに当たり、下請負人がクレーン

車を使用した据付作業を行ったものである

が、受注者は下請負人と書面による請負契約

を締結せずに施工していた。また、当該下請

負人の施工について、提出された施工状況報

告書に記載がなく、当該工事現場の施工体制

と相違しているにもかかわらず、受注者の指

導をしていなかった。 

建設業法第１８条及び第１９条第１項で建

設工事の請負契約の当事者は、公正な契約を

締結し、契約の締結に際しては第１９条第１

項各号で定める事項を書面に記載し、相互に

交付しなければならないと規定されているこ

とから、請負契約の明確性及び正確性を担保

し、紛争の発生を防止するためにも書面によ

る契約を締結するよう受注者を指導された

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

下請負人がクレーン車を用いた据付作業を

受注者と請負契約を締結せずに施工していた

ことについては、書面による契約を締結し適

正な契約を履行するよう当該受注者に指導を

行った。 

今後は、施工状況報告書、施工体系図等と

現場の施工状況を確認し、施工体制に相違が

あった場合は、速やかに受注者にその旨を指

導し、建設業法及び関連法令の遵守を徹底す

るように改善いたします。 
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